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 ■『日本語教育機関の概況』（財団法人 日本語教育振興協会） 
   １．機関数の推移 
   ２．学生数の推移 
    学生の出身国・地域別内訳 
    進学者の内訳 

➣４、５ページ（出典：http://www.nisshinkyo.org/j147-18.pdf）参照 
 
 

※インターカルト日本語学校の例 
 ■歴史 
   1977 年 日本語学校開校 
   1978 年 日本語教師養成所（現 日本語教員養成研究所）開設 
 ■事業内容 

日本語学校 
 

-長期コース（1 年～2 年） 
-短期コース（1 週間～） 
-短期遊学コース サマーコース等 

 
 
 
日本語を 

  教える 

ランゲージセンター 
 
 

-プライベート・グループレッスン 
-教師派遣・コース受託 
 韓国サムスングループ・ＮＥＣ・ 

 インドネシア大使館・文京学院大学・ 

 米国 CIEE プログラム…  他多数 

 
日本語教師を 

  養成する 

日本語教員養成研究所

 
 

-教師養成コース・教育実習コース 
-教師派遣・コース受託 
 JICA 日系人教師・青年海外協力隊補完

 研修・クラブツーリズム養成講座…他 

 

1.日振協認可の日本語学校は･･･ 

２．ある日本語学校は･･･ 

資 料 ３
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■日本語学習者層の変遷 
 

  1977           1989（平成元年）                   2007 

  ◍           ◍           ◍           ◍ 
  当校開校       日振協設立 
 
 多国籍・多様な学習者                      より多様化へ 

                       （アジア経済危機） 

                  ビジネス研修 

 
             進学希望者 

 

 

 

 

■日振協の活動（日本語教育機関の水準向上のための研究会・研修会関係） 

★：教育内容について討議されるもの 

①日本語学校教育研究大会 ★ 

②日本語教育セミナー ★   ※１ 

③日本語教育機関事務研究協議会 

④新設校設置代表者等研修会 

⑤日本語教育機関トップセミナー（★） 

⑥事務職員・生活指導担当者研修 

⑦現職主任教員研修・新任主任教育研修 ★ 

⑧申請取次者講習会 

⑨専門能力開発研修 ★ 

⑩外国人受入問題に関する講習会  ※２ 

 

■多様化する学習者層の事例 

 （2006（平成 18）年度日本語セミナー※１ 分科会での協議報告より、特に定住外国人 

  に関する内容を抜粋） 

・ 学齢期の学生の増加。再婚など親の都合によって、日本へ連れて来られる学生が徐々

に増えている。その多くは中卒であるため、高校への進学もままならず地域との連携

が急がれる。 

・ 配偶者、宗教、家族滞在など就学ビザ以外の学生も進学コースの中にいる＝それぞれ

の立場に合ったコースを設定しても学生が集まらなくてクラスが成立しないし、求め

られる講師の資質が異なるので、だれでも教えられる講師が不足している。＝講師が

授業内容を幅広くする工夫をするが、講師の資質とどこまで広げるかが問題。＝一般

コースと進学コースを合わせて、“総合コース”というものを入管に提示したが認め

３．今、そして、これからの日本語学校は･･･ 
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られず、仕方なく一般学習者を進学コースで学習させている。＝基礎日本語について

はそれほど大きな違いはないので、一緒に授業を行っても問題ないし、総合力を伸ば

すことにしている。＝一部を選択制にし、進学希望者には進学に必要なことを指導し、

ビジネスマンや就職を考えている学生にはビジネス会話の時間に充てている。＝カリ

キュラムに日留試を入れないで、オプションにしている。 

・ 地域から外国人配偶者、その子弟が学びの場を求めており、１割を超えている。就学

のみではこれから難しい。方策が必要である。新しい枠組みが考えられればいいと思

う。 

・ 15～6 歳の連れ子の教育問題。日本語が上手になっただけでは仕方がない。人生を抱

える 65 歳の人もいる。 

 

 

■外国人受入問題検討委員会の活動 

（１）講習会の開催※２ 

（２）分科会の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 ◍今後委員会で検討すべきこと、推進中のこと 

  ・日本語学校に関する資料作成（実情・実績） 

  ・高度人材育成のカリキュラム構築 

  ・多様化に対応できる教師の育成 

  ・地域との連携を図るための交流推進 

  ・日本の文化・習慣を理解するためのカリキュラム作成 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研 修 生 

ビジネスパースン 

生 活 者 
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